
無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

東京電力ホールディングス株式会社

２０２２年６月３０日

原子力防災組織における本社対策本部の
体制及び役割の見直しに伴う保安規定の

変更について



無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

2

・保安規定の変更内容について

→資料① 説明資料 ・・・・・・・・・・・・・・ P.3

・保安規定の変更に対する設置許可との整合性確認について

→資料② 説明資料 ・・・・・・・・・・・・・・P.10

目次



無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

3

資料①

保安規定の変更内容について
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4１．変更の概要及び背景

 変更の概要

原子力災害が発生した場合の社内原子力防災組織における本社対策本部の体制及び役割の見
直しに伴い，次の通り柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定（以下「保安規定」という。
）の変更を行う。

 背景

社内原子力防災組織については，原子力災害対策特別措置法に基づく原子力事業者防災業務
計画（以下「防災業務計画」という。）の中で，本社を含め，その体制及び役割等を定めてお
り，保安規定 添付3においても重大事故等発生時の体制の整備として同内容を反映している。

防災業務計画については，社内原子力防災組織の見直しとして，既に本社対策本部における
体制及び役割を変更しているものの，保安規定 添付3の当該記載部分は経過措置により使用前
事業者検査終了までは適用されないことから，適用前までに防災業務計画に合わせた記載に変
更することとしている。

今回，適用前である現時点において，申請の準備が整ったことから保安規定の変更を行う。

保安規定記載箇所 変更内容

添付3「重大事故等及び大規模損壊対応に
係る実施基準」

1.1 体制の整備，教育訓練の実施及び
資機材の配備

（1）体制の整備
イ．（イ）

・官庁連絡班の役割である「原子力規制庁等の関係官庁への通報連絡」を情
報班へ移行

・「立地班」を無くし，「避難支援統括」及びその配下に「避難支援班」を
新設
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 変更箇所の適用時期

現在の保安規定 添付3における本社対策本部に係る記載については令和2年10月30日に認可
をいただいているが，附則で定めた経過措置により，第17条関連については「教育訓練に係る
規定」のみ適用されている状況であることから，これらの詳細が記載された保安規定 添付3に
ついても同様の扱いとなっている。

今回の変更箇所は「教育訓練に係る規定」に該当する項目ではない（且つ，本社支援組織の
変更であり，保安規定における教育訓練の対象である組織（第１２条：運転員等）でもない）
ことから，未だ適用されておらず，「発電用原子炉に燃料体を挿入する前の時期における各原
子炉施設に係る使用前事業者検査終了日以降」適用される条項となる。

附則（令和2 年10 月30 日 原規規発第2010305 号）

（施行期日）

第１条

（中略）

２．本規定施行の際，各原子炉施設に係る規定については，各原子炉施設に係る使用前事業者検査終了日以降に適用すること
とし，それまでの間は従前の例による。

なお，第１２条（運転員等の確保），第１７条（火災発生時の体制の整備），第１７条の２（内部溢水発生時の体制の整備
），第１７条の３（火山影響等発生時の体制の整備），第１７条の４（その他自然災害発生時等の体制の整備），第１７条の
５（有毒ガス発生時の体制の整備），第１７条の６（資機材等の整備），第１７条の７（重大事故等発生時の体制の整備）及
び第１７条の８（大規模損壊発生時の体制の整備）については，教育訓練に係る規定を除き７号炉の発電用原子炉に燃料体を
挿入する前の時期における各原子炉施設に係る使用前事業者検査終了日以降に適用することとし，それまでの間は従前の例に
よる。ただし，それ以降に実施する使用前事業者検査の対象となる設備に係る規定については当該検査終了日以降に適用する
こととし，それまでの間は従前の例による。

２．保安規定の適用時期
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防災業務計画 変更前 防災業務計画 変更後

：保安規定記載に関連する変更箇所

３．防災業務計画の変更内容

 保安規定に関連する記載事項

防災業務計画における変更のうち，以下の内容については保安規定記載に関連することから
保安規定への反映を行う。

①官庁連絡班の役割である「原子力規制庁等の関係官庁への通報連絡」を情報班へ移行

⇒保安規定では官庁連絡班が関係官庁への通報連絡等を行うとされているため変更が必要

②「立地班」を無くし，「避難支援統括」及びその配下に「避難支援班」を新設

⇒保安規定では各統括及び機能班の役割を記載していることから変更が必要
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防災業務計画 変更前 防災業務計画 変更後

：保安規定記載に関連する変更箇所

３．防災業務計画の変更内容
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保安規定 変更前 保安規定 変更後

添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準
（第１７条の７及び第１７条の８関連）

（中略）

イ．原子力運営管理部長は，以下に示す本社対策本部の役割分担及び責
任者等をマニュアルに定め，体制を確立する。
（ア）原子力運営管理部長は速やかに社長に報告し，社長は本社におけ
る原子力防災態勢を発令する。
（イ）社長は，本社における原子力防災態勢を発令した場合，速やかに
東京本社の原子力施設事態即応センターに本社対策本部を設置し，本社
対策本部長としてその職務を行う。社長が不在の場合は，あらかじめ定
めた順位に従い，本社対策本部の副本部長がその職務を代行する。本社
対策本部は，原子力部門のみでなく他部門も含めた全社（全社とは，東
京電力ホールディングス株式会社及び各事業子会社のことをいう）での
体制とし，緊急時対策本部が重大事故等対策に専念できるよう技術面及
び運用面で支援する。本社対策本部は，原子力防災組織に適用すべき必
要要件を定めた体制とすることにより，社長を本社対策本部長とした指
揮命令系統を明確にし，緊急時対策本部が重大事故等対策に専念できる
体制を整備する。本社対策本部は，復旧統括，計画・情報統括，対外対
応統括，総務統括及び支援統括を配置し，発電所の復旧方法検討・立案
等を行う復旧班，本社対策本部内での情報共有等を行う情報班，事故状
況の把握・進展評価等を行う計画班，放射性物質の放出量評価等を行う
保安班，関係官庁への通報連絡等を行う官庁連絡班，報道機関対応等を
行う広報班，発電所の立地地域対応の支援等を行う立地班，通信連絡設
備の復旧・確保の支援等を行う通信班，発電所の職場環境の整備等を行
う総務班，現地医療体制整備支援等を行う厚生班，発電所の復旧活動に
必要な資機材の調達・搬送等を行う資材班，原子力事業所災害対策支援
拠点の立ち上げ・運営等を行う後方支援拠点班，官庁への支援要請等を
行う支援受入調整班及び他の原子力事業者からの支援受入調整等を行う
電力支援受入班で構成する。

添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準
（第１７条の７及び第１７条の８関連）

（中略）

イ．原子力運営管理部長は，以下に示す本社対策本部の役割分担及び責
任者等をマニュアルに定め，体制を確立する。
（ア）原子力運営管理部長は速やかに社長に報告し，社長は本社におけ
る原子力防災態勢を発令する。
（イ）社長は，本社における原子力防災態勢を発令した場合，速やかに
東京本社の原子力施設事態即応センターに本社対策本部を設置し，本社
対策本部長としてその職務を行う。社長が不在の場合は，あらかじめ定
めた順位に従い，本社対策本部の副本部長がその職務を代行する。本社
対策本部は，原子力部門のみでなく他部門も含めた全社（全社とは，東
京電力ホールディングス株式会社及び各事業子会社のことをいう）での
体制とし，緊急時対策本部が重大事故等対策に専念できるよう技術面及
び運用面で支援する。本社対策本部は，原子力防災組織に適用すべき必
要要件を定めた体制とすることにより，社長を本社対策本部長とした指
揮命令系統を明確にし，緊急時対策本部が重大事故等対策に専念できる
体制を整備する。本社対策本部は，復旧統括，計画・情報統括，対外対
応統括，総務統括，支援統括及び避難支援統括を配置し，発電所の復旧
方法検討・立案等を行う復旧班，本社対策本部内での情報共有等を行う
情報班，事故状況の把握・進展評価等を行う計画班，放射性物質の放出
量評価等を行う保安班，官庁への情報提供等を行う官庁連絡班，報道機
関対応等を行う広報班，通信連絡設備の復旧・確保の支援等を行う通信
班，発電所の職場環境の整備等を行う総務班，現地医療体制整備支援等
を行う厚生班，発電所の復旧活動に必要な資機材の調達・搬送等を行う
資材班，原子力事業所災害対策支援拠点の立ち上げ・運営等を行う後方
支援拠点班，官庁への支援要請等を行う支援受入調整班，他の原子力事
業者からの支援受入調整等を行う電力支援受入班及び自治体の防護活動
の支援等を行う避難支援班で構成する。

４．保安規定 添付3の変更内容

 防災業務計画変更内容を踏まえた保安規定への反映事項

防災業務計画の変更内容を踏まえ，以下の通り保安規定 添付3の変更を行う。
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保安規定 変更前 保安規定 変更後

附則（令和4年5月11日 原規規発第2205116号）
（施行期日）
第１条
この規定は，令和４年５月１６日から施行する。

附則（令和2年10月30日 原規規発第2010305号）

(中略)

２．本規定施行の際，各原子炉施設に係る規定については，各原子炉施
設に係る使用前事業者検査終了日以降に適用することとし，それまでの
間は従前の例による。
なお，第１２条（運転員等の確保），第１７条（火災発生時の体制の

整備），第１７条の２（内部溢水発生時の体制の整備），第１７条の３
（火山影響等発生時の体制の整備），第１７条の４（その他自然災害発
生時等の体制の整備），第１７条の５（有毒ガス発生時の体制の整備），
第１７条の６（資機材等の整備），第１７条の７（重大事故等発生時の
体制の整備）及び第１７条の８（大規模損壊発生時の体制の整備）につ
いては，教育訓練に係る規定を除き７号炉の発電用原子炉に燃料体を挿
入する前の時期における各原子炉施設に係る使用前事業者検査終了日以
降に適用することとし，それまでの間は従前の例による。ただし，それ
以降に実施する使用前事業者検査の対象となる設備に係る規定について
は当該検査終了日以降に適用することとし，それまでの間は従前の例に
よる。

附則（令和 年 月 日 原規規発第 号）
（施行期日）
第１条
この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施

行する。
２．本規定施行の際，規定の適用については，附則（令和2年10月30日
原規規発第2010305号）で定めるところによる。

附則（令和2年10月30日 原規規発第2010305号）

(中略)

２．本規定施行の際，各原子炉施設に係る規定については，各原子炉施
設に係る使用前事業者検査終了日以降に適用することとし，それまでの
間は従前の例による。
なお，第１２条（運転員等の確保），第１７条（火災発生時の体制の

整備），第１７条の２（内部溢水発生時の体制の整備），第１７条の３
（火山影響等発生時の体制の整備），第１７条の４（その他自然災害発
生時等の体制の整備），第１７条の５（有毒ガス発生時の体制の整備），
第１７条の６（資機材等の整備），第１７条の７（重大事故等発生時の
体制の整備）及び第１７条の８（大規模損壊発生時の体制の整備）につ
いては，教育訓練に係る規定を除き７号炉の発電用原子炉に燃料体を挿
入する前の時期における各原子炉施設に係る使用前事業者検査終了日以
降に適用することとし，それまでの間は従前の例による。ただし，それ
以降に実施する使用前事業者検査の対象となる設備に係る規定について
は当該検査終了日以降に適用することとし，それまでの間は従前の例に
よる。

５．保安規定 附則の変更内容

 本変更に対する適用時期について

本変更の適用時期については，令和2年10月30日に認可いただいた附則の内容を引用し，
「発電用原子炉に燃料体を挿入する前の時期における各原子炉施設に係る使用前事業者検査終
了日以降」とする。
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保安規定の変更に対する設置許可との
整合性確認について

資料②
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【柏崎刈羽原子力発電所】

変更後保安規定目次
設置許可記載有無

（〇：有り －：無し）

保安規定変更有無

（〇：有り －：無し）
設置許可との整合性

添 付

添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施

基準

○

（本文十号）

（添付書類十）

〇※ 本文十号，添付書類十（5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施す

るために必要な技術的能力）における「本社対策本部は，社長を本社対策本部長

とした指揮命令系統を明確にし，発電所対策本部が重大事故等対策に専念できる

体制を整備する」の記載と保安規定記載は整合している。なお，添付書類十に記

載の体制は，設置許可変更当時のものであるが，保安規定記載は体制及び役割を

明確にした上で，現体制に合わせて変更していることから整合性は図れている。

※本社対策本部の体制及び役割の見直しのみの変更

１．保安規定変更に対する設置許可記載有無等整理
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12２．保安規定変更に対する設置許可との整合性確認

【柏崎刈羽原子力発電所】
保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明

添付

添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準
（第１７条の７及び第１７条の８関連）

（中略）

イ．原子力運営管理部長は，以下に示す本社対策本部の役割分担及び責
任者等をマニュアルに定め，体制を確立する。
（ア）原子力運営管理部長は速やかに社長に報告し，社長は本社におけ
る原子力防災態勢を発令する。
（イ）社長は，本社における原子力防災態勢を発令した場合，速やかに
東京本社の原子力施設事態即応センターに本社対策本部を設置し，本社
対策本部長としてその職務を行う。社長が不在の場合は，あらかじめ定
めた順位に従い，本社対策本部の副本部長がその職務を代行する。本社
対策本部は，原子力部門のみでなく他部門も含めた全社（全社とは，東
京電力ホールディングス株式会社及び各事業子会社のことをいう）での
体制とし，緊急時対策本部が重大事故等対策に専念できるよう技術面及
び運用面で支援する。本社対策本部は，原子力防災組織に適用すべき必
要要件を定めた体制とすることにより，社長を本社対策本部長とした指
揮命令系統を明確にし，緊急時対策本部が重大事故等対策に専念できる
体制を整備する。本社対策本部は，復旧統括，計画・情報統括，対外対
応統括，総務統括，支援統括及び避難支援統括を配置し，発電所の復旧
方法検討・立案等を行う復旧班，本社対策本部内での情報共有等を行う
情報班，事故状況の把握・進展評価等を行う計画班，放射性物質の放出
量評価等を行う保安班，官庁への情報提供等を行う官庁連絡班，報道機
関対応等を行う広報班，通信連絡設備の復旧・確保の支援等を行う通信
班，発電所の職場環境の整備等を行う総務班，現地医療体制整備支援等
を行う厚生班，発電所の復旧活動に必要な資機材の調達・搬送等を行う
資材班，原子力事業所災害対策支援拠点の立ち上げ・運営等を行う後方
支援拠点班，官庁への支援要請等を行う支援受入調整班，他の原子力事
業者からの支援受入調整等を行う電力支援受入班及び自治体の防護活動
の支援等を行う避難支援班で構成する。

（省略）

［本文］

十、発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発生した場合における当該事故に対処す

るために必要な施設及び体制の整備に関する事項

（中略）

(1) 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力

（中略）

(c-10)重大事故等時に，発電所外部からの支援を受けることができるように支援体制を整備す

る。

発電所における原子力警戒態勢又は緊急時態勢発令の報告を受け，本社における原子力警戒

態勢又は緊急時態勢を発令した場合，速やかに東京本社の原子力施設事態即応センターに発電

所外部の支援組織である本社対策本部を設置する。

本社対策本部は，原子力部門のみでなく他部門も含めた全社（全社とは，東京電力ホール

ディングス株式会社及び各事業子会社のことをいう。）での体制とし，発電所対策本部が重大

事故等対策に専念できるよう技術面及び運用面で支援する。

本社対策本部は，福島第一原子力発電所の事故から得られた教訓から原子力防災組織に適用

すべき必要要件を定めた体制とすることにより，社長を本社対策本部長とした指揮命令系統を

明確にし，発電所対策本部が重大事故等対策に専念できる体制を整備する。

（省略）

・本文十号における「本社対策本部は，

社長を本社対策本部長とした指揮命

令系統を明確にし，発電所対策本部

が重大事故等対策に専念できる体制

を整備する」の記載と保安規定記載

は整合している。
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13２．保安規定変更に対する設置許可との整合性確認

【柏崎刈羽原子力発電所】
保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明

添付

添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準
（第１７条の７及び第１７条の８関連）

（中略）

イ．原子力運営管理部長は，以下に示す本社対策本部の役割分担及び責
任者等をマニュアルに定め，体制を確立する。
（ア）原子力運営管理部長は速やかに社長に報告し，社長は本社におけ
る原子力防災態勢を発令する。
（イ）社長は，本社における原子力防災態勢を発令した場合，速やかに
東京本社の原子力施設事態即応センターに本社対策本部を設置し，本社
対策本部長としてその職務を行う。社長が不在の場合は，あらかじめ定
めた順位に従い，本社対策本部の副本部長がその職務を代行する。本社
対策本部は，原子力部門のみでなく他部門も含めた全社（全社とは，東
京電力ホールディングス株式会社及び各事業子会社のことをいう）での
体制とし，緊急時対策本部が重大事故等対策に専念できるよう技術面及
び運用面で支援する。本社対策本部は，原子力防災組織に適用すべき必
要要件を定めた体制とすることにより，社長を本社対策本部長とした指
揮命令系統を明確にし，緊急時対策本部が重大事故等対策に専念できる
体制を整備する。本社対策本部は，復旧統括，計画・情報統括，対外対
応統括，総務統括，支援統括及び避難支援統括を配置し，発電所の復旧
方法検討・立案等を行う復旧班，本社対策本部内での情報共有等を行う
情報班，事故状況の把握・進展評価等を行う計画班，放射性物質の放出
量評価等を行う保安班，官庁への情報提供等を行う官庁連絡班，報道機
関対応等を行う広報班，通信連絡設備の復旧・確保の支援等を行う通信
班，発電所の職場環境の整備等を行う総務班，現地医療体制整備支援等
を行う厚生班，発電所の復旧活動に必要な資機材の調達・搬送等を行う
資材班，原子力事業所災害対策支援拠点の立ち上げ・運営等を行う後方
支援拠点班，官庁への支援要請等を行う支援受入調整班，他の原子力事
業者からの支援受入調整等を行う電力支援受入班及び自治体の防護活動
の支援等を行う避難支援班で構成する。

（省略）

［添付書類十］

5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力

（中略）

j. 重大事故等時に，発電所外部からの支援を受けることができるように支援体制を整備する。

発電所において，警戒事象，特定事象又は原子力災害対策特別措置法第15条第1項に該当す

る事象が発生した場合，所長（原子力防災管理者）は原子力警戒態勢又は緊急時態勢を発令す

るとともに本社原子力運営管理部長へ報告する。

報告を受けた本社原子力運営管理部長は直ちに社長に報告し，社長は本社における原子力警

戒態勢又は緊急時態勢を発令する。本社原子力運営管理部長から連絡を受けた本社総務統括は，

本社における緊急時対策要員を非常召集する。

社長は，本社における原子力警戒態勢又は緊急時態勢を発令した場合，速やかに東京本社の

原子力施設事態即応センターに本社対策本部を設置し，本社対策本部長としてその職務を行う。

社長が不在の場合は，あらかじめ定めた順位に従い，本社対策本部の副本部長がその職務を代

行する。

本社対策本部長は，本社対策本部の設置，運営，統括及び災害対策活動に関する統括管理を

行い，副本部長は本社対策本部長を補佐する。本社対策本部の各統括及び各班長は本社対策本

部長が行う災害対策活動を補佐する。

本社対策本部は，原子力部門のみでなく他部門も含めた全社（全社とは，東京電力ホール

ディングス株式会社及び各事業子会社（東京電力フュエル＆パワー株式会社，東京電力パワー

グリッド株式会社，東京電力エナジーパートナー株式会社）のことをいう。）での体制とし，

発電所対策本部が重大事故等対策に専念できるよう技術面及び運用面で支援する。

本社対策本部は，福島第一原子力発電所の事故から得られた教訓から原子力防災組織に適用

すべき必要要件を定めた体制とすることにより，社長を本社対策本部長とした指揮命令系統を

明確にし，発電所対策本部が重大事故等対策に専念できる体制を整備する。

本社対策本部は，復旧統括，計画・情報統括，対外対応統括，総務統括及び支援統括を配置

し，発電所の復旧方法検討・立案等を行う復旧班，本社対策本部内での情報共有等を行う情報

班，事故状況の把握・進展評価等を行う計画班，放射性物質の放出量評価等を行う保安班，関

係官庁への通報連絡等を行う官庁連絡班，報道機関対応等を行う広報班，発電所の立地地域対

応の支援等を行う立地班，通信連絡設備の復旧・確保の支援等を行う通信班，発電所の職場環

境の整備等を行う総務班，現地医療体制整備支援等を行う厚生班，発電所の復旧活動に必要な

資機材の調達・搬送等を行う資材班，原子力事業所災害対策支援拠点の立ち上げ・運営等を行

う後方支援拠点班，官庁への支援要請等を行う支援受入調整班及び他の原子力事業者からの支

援受入調整等を行う電力支援受入班で構成する。

（省略）

・添付書類十（5. 重大事故の発生及び

拡大の防止に必要な措置を実施する

ために必要な技術的能力）における

「本社対策本部は，社長を本社対策

本部長とした指揮命令系統を明確に

し，発電所対策本部が重大事故等対

策に専念できる体制を整備する」の

記載と保安規定記載は整合している。

なお，添付書類十に記載の体制は，

設置許可変更当時のものであるが，

保安規定記載は体制及び役割を明確

にした上で，現体制に合わせて変更

していることから整合性は図れてい

る。


